























【キ ー ワ ー ド】 AdmissiollsO伍ce(AO),Strategyofstudentrecruiting,Supplementalservice,
Servicemarketing,Internalmarketing
1.は じめ に
ここ数年,日 本の大学を取 り巻 く環境に大きな変化が起きている。少子化による18歳人口の減
少,そ れに起因する地方単科大学の淘汰,国 公立大学の独立行政法人化,大 学間の新入生獲得競争




これ らに対応 して,大学はさまざまな教育 ・研究改革やシステム改革を進めていかなければな ら
ない。特 に2007年に大学全入時代を迎 えると予測される18歳人 口の減少に直面し,原 則 として独









いう試みの一つが,ア ドミッシ ョソズ ・オフィス(以下AO)入 試 という入試制度である3。AO入
試は大学側 と学生 との対話(dialogue)によって,互恵的なマッチングを目的するものである。複
数回の書類審査や面接による対話,双 方の 目標達成のための効果的なコミュニケーシ ョンを通 じ
て,大 学側 と学生側 とのミスマッチを最小化することがで きる。そしてAO入 試によって,顧 客
ニーズを大学側が把握することができるため,大学側のCP(contactpersonnel:学生 と接触する
教職員)と 学生側が相互 に協力し合ってサービスを協働生産することがで きるようになるのであ
る。そうすることによって,学 生にとっては満足度が高まり,入学後においてリレーションシップ
をさらに発展させることができるという良循環が生まれる可能性が高 くなる。た とえば,慶雁義塾
大学SFCにおけるAO入 試で入学した学生に対 して1996年度にアンケー トを行った結果,学 生の
大学に対する満足度は100%であったというデータもある4。
ところでAO入 試 と一口に言っても大学によってかな り異なった方式を取っている。ただ,そ
の多 くは広島文化女子短期大学や東横学園女子短期大学などで行われる 「相談型」 と慶雁義塾大学
や同志社大学などで行われる 「選抜型」の2つ に大別される5。双方 とも学科試験を課さずに学生
の資質を総合的に判断するという点では一致している。「相談型」は学生個人に対する学習課題や
将来の目標に対する具体的な実現方法を確認しながら,大学の教育内容 とのマッチングを図る方式
であり,学生側の 「買い手責任」だけでな く,大学側の 「売 り手責任」があるため,双方が責任を
1「学 生 」 とは 通 常 大 学 生 以 上 に使 う言 葉 で あ る が ,本 稿 に お い て は 大 学 進 学 を 目前 に控 え た 高 校 生 に 対 し て
も 「生 徒 」 を 用 いず に 「学 生 」 とい う言 葉 を使 用 す る。
2岩 崎(2003b),pp.161-178。
3岩 崎(2003a),pp.207-224。
4進 研 ア ド編 集 部(1997),pp.8-13。
「慶 雁 義 塾 大 学 に 入 学 し て よ か った か 」 とい う質 問 に対 して,「 非 常 に よ か っ た 」 と答 え た 学 生 が64.5%,
「ま あ 良か った 」 と答 え た学 生 が34.6%と答 え て い る。
5進 研 ア ド編 集 部(1999),pp.8-17。
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分担 し合うことになる。 つまり授業改革やFD(FacultyDevelopment)などの教育 ・研究改革が
特に要求されることになる。そのため 「相談型」においては入学後の継続的支援が必須となること
から,リ レーシ ョンシップ ・マーケティングの概念が適用できるのである6。それは リレーシ ョン
シップ ・マーケティングの中心 となるのが関与 ・信頼 ・ジョイン ト活動等であり,経時的かつ段階
的に発展 し,やがては互恵的関係 とな りうるからである7。たとえば,出 願の段階では学生のみの
関与であるが,選 考過程を経ることによって大学側にも関与が生まれ,さ らには入学後に取引によ




は 「相談型」と同様,学 生の資質,意 欲,個 性を総合的に判断 し,時間をかけた丁寧な面接を行う
のである。つまり 「選抜型」ではスクリーニングを行い,自校のミッションやビジ ョンに合致 した
「適切な学生」についてのみリレーシ ョンシップを構築してい くことになる。入学後にリレーシ ョ
ンシップを築いてい く学生の数が多すぎれば中核サービスの品質が下が り,結果 として顧客に満足
を与えられない可能性がでて くるためスク リーニングせざるを得ないことになる8。したがって
「選抜型」のAO入 試を実施できる大学は,志願者の多い大学に適していると言えよう。





である研究 ・教育を妨げる要因 となっている。その実,中 核的サービスの品質に直接影響する重大
な問題であり,緊急に解決する必要がある。 このことについて,AO先 進国であるアメリカにおい
ては,ア ドミッシ ョソズ ・オフィサー という専門職が学生 リクルーティングから学籍登録までを一








Bagozzi(1995),pp.272-277,Gwinner=Gremler=Bitner(1998),pp.101-114など を 参 照 の こ と 。
8浅 井(2003) ,p.143で は こ の こ と を 「デ マ ー ケ テ ィ ソ グ(demarketing)」と 呼 ん で い る 。
9岩 崎(2003a),pp.207-224。
lo原=猪 又=中 村=佐 野(1995) ,pp.3-42,小 野(2000),pp.32-46な ど を 参 照 の こ と 。
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るものであるため,本 稿における議論にも有効な枠組みを示す ものである11。サービス ・マーケテ
ィングにおいては,顧 客 とCPが協働してサービス生産を行 うという特徴を持つ。そのためCPは
サービス ・マーケティングの実施者であ り,CPがサービス企業の戦略どお りに戦術を持 って対処
しなければ顧客満足は得 られないのである。つまりサービス ・マーケティングを効果的に実践 し,
顧客 とのリレーシ ョンシップを構築するためには,CPが顧客 との接点において創造力と熱意をフ
ルに発揮しやすい社内環境を作 り,サービスの品質管理を向上させることが重要になるのである。
まず次節ではインターナル ・マーケティングの概念を{府敵する。ここではインターナル ・マーケ
ティングの概念枠組を概観 した後,イ ンターナル ・マーケティング実践上の課題と戦略について考
察する。次に日本の大学におけるAρの現状 と問題点について考察 し,最後に日本のAOに おけ
るインターナル ・マーケティングの実践について検討 してい く。
2.イ ンターナ ル ・マ ーケテ ィングの概念枠組
2-1.イ ンターナル ・マーケテ ィングの概念枠 組
図表1に 示 され るように,サ ー ビス ・マ ーケテ ィング は,組 織(大 学),CP(教員 ・事務職員),
C(顧 客,特 に学 生)の3つ の要素 か ら構 成され,相 互作用 を前提 にそれぞれの 目標達成 に よる満
足 を追求 しよう としてい る。そ してそれぞれの 目標達成 に向けて,統 合的 アプロー チに よって協働
的相互作用 を形成 ・維持 ・発展 させ るもの がサービス ・マーケ テ ィングであ る12。サ ー ビス ・マ ー
ケテ ィングは,エ クスターナル ・マー ケテ ィン グ,イ ン ター ナル ・マーケテ ィング,エ ソカ ウンタ
ー(イ ン タラクテ ィブ)・マー ケテ ィングか ら構成 されてい る。た とえば,従 来のマー ケテ ィン グ
であ るエ クス ターナル ・マー ケテ ィン グで は,大 学組織 は学生 に対 して,建 学の精 神,大 学 の理 念
や カラー,教 育 ・研究等 を広報活動 し,学 生 のニーズ を調査 する。一方,学 生は大学 組織 に対 し
て,就 職,ブ ラン ド,社 会的評価等 を要求 し,大 学組織 と学生 との間の相互作用に よって双方 のニ
ーズ を満た す とい う約束 をす る(Makingpromises)ことにな る。そ して,教 員 ・事務 職員 と学 生
との間 で行 われ るエンカウンター(イ ン タラクテ ィブ)・マーケ テ ィングでは,教 員 ・事 務職員 は
学生 に対 して 自校 の ミッシ ョンや ビジ ョンを伝 える。一方,学 生は教員 ・事務職員 に対 して,自 己
PR,将 来の 目標,学 力,課 外 活動 等を アピールす るこ とにな り,大 学組織 と学 生の ニーズ との相
互マ ッチン グによって,長 期 にわた り約束 を保 持する(Keepingpromises)ための ものであ る。
つ ま り,エ クス ターナル ・マーケ テ ィングやエンカ ウン ター(イ ン タラクテ ィブ)・マー ケテ ィ
ングは大学組織 の学生 に対 する 「戦略」 である。そ して この 「戦略」 を実行す るため に 「戦術」 的
側面 を持 つ もの が,大 学組織 と教員 ・事務職員 との間で行われ るイン ターナル ・マー ケテ ィングで





ど を 参 照 の こ と 。
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図表1大 学組織におけるサービス ・マーケティングの基本枠組み
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自己PR・ 将 来の 目標 ・学力 ・
課 外活 動実績等
エ ンカ ウンター(イ ンタラクテ ィブ)・マー ケテ ィング⇒
リレーシ ョンシ ップ ・マーケテ ィ ング(Keepingpromises)
出 典:浅 井 慶 三 郎(2003)『増 補 版 サ ー ビ ス とマ ー ケ テ ィソ グ ー パ ー トナ ー シ ップ ・マ ー ケ テ ィン グ へ の 展
望一 』 同 文 館 出 版,p.174をも とに 筆 者 が 一 部 加 筆 ・修 正 。
教員 ・事務職 員 に対 して学生 リクルー テ ィン グにお ける専 門性 の高 い人材 の採用 ・育 成を要 求す
る。学生 リクルーテ ィソグのスペシ ャ リス トは学生 との コ ミュニケーシ ョンを通 じて,学 生 のニー
ズを把握 し,大 学組織 にフ ィー ドバ ックす るこ ともで きるようにな り,大 学組織 と学生 間の橋 渡 し
をす るこ とになる。 また,イ ン ターナル ・マーケテ ィングは学生 と教員 ・事務職員 とのエンカウン
ター(イン タラクティブ)・マーケテ ィングを リレーシ ョン シ ップ ・マー ケテ ィングへ と発展 させ,
サー ビス ・マーケテ ィングを よ り効果的 に実践す るための ものであ る13。つま りイン ター ナル ・マ
ーケティングは,大 学組織 と学生間におけ る リレーシ ョン シ ップ ・ライフサ イクル上 の初期段 階で
あ り,双 方 のニーズを満 たす とい う約束を可能にす る(Enablingpromises)ための ものであ る14。
またGronroos(1990b)は,サー ビス業 において は リレー シ ョン シ ップの構i築は全社 を挙 げて
取 り組む べ き仕事 であ り,リ レーシ ョン シ ップを構 築す るマー ケテ ィン グ機能 はCPや パ ックア ッ
13浅 井(2003) ,p.174,pp.241-299。
14Gr6nroos(1997),pp.407-420,Bitner(1995),pp.246-251など を 参 照 の こ と 。
-265一
プス タッフを含 めた全構成員 が共通 して意識 し,実 行 すべ きで ある と論 じてい る15。さ らにGron-
roos(1990b)は,サービ ス組織 の全構成 員が 「サー ビス志 向(service-oriented)」とい う企 業理
念 を理 解 して行動 すれば,そ れが リレーシ ョン シップ ・マーケテ ィング としての顧 客の共感 と好感
を呼び,顧 客維持 と大学 の競争 力 を確 固た る ものに する と述 べて いる16。つま りサ ー ビス企業 は
「社外顧客志 向」を実践す るために 「社 内顧客志 向」 を 目指 す必要 があ るの であ る。 同様 にSasser
=Arbeit(1976)は,サ ー ビス業 に おける従業員の重要 性 について 「サー ビス企業 は成 功 す るた
めに,顧 客にサービスを売 り込む前 に,ま ず従業員に職 務を売 り込まなければな らない」 と指摘 し
てい る17。従業員 満足 が達 成で きれば,従 業員 の士気 が高ま って知識 と経験 を増 や し,顧 客 サー ビ
スが良 くな る。 つま り,従 業員 ロイヤル ティが 高まれば顧客 ロイヤル ティも高 まる とい う良循環 を
生 む ことにな るのであ る18。
ここでイン ターナル ・マー ケテ ィング の定 義 について検討 す る。Berry(1981)による と,「イ
ン ター ナル ・マーケ テ ィン グ とは,従 業 員を 内部顧客,ジ ョブ(job)を内部製品 とみな し,こ れ
らの内部顧客のニーズ とウォンッ を満足 させ る ような内部製品を提供す るよ うに努力 する こ とで あ
る」 と定i義して いる19。またGr6nroos(1990a)は,「イン ターナ ル ・マー ケテ ィン グ とは,内 部
市場 を構成す る従業員が積極的なマ ーケティン グ的アプ ローチの活用 によ り,サ ー ビス精 神 と顧客
志 向の成果に向けて最大限動機付け られるこ とであ り,そ のためのア プロー チは,マ ー ケテ ィン グ
的な方法 によって組織 内部 に向けて用 い られる さまざまな活動 を意味す る」 と定義 して いる20。こ
の定 義 に加 えて,彼 は イン ターナル ・マ ーケテ ィングが企業の さまざ まな機能 を統合 する全体論的
管理 プ ロセスであ り,戦 略的 ・戦術的 な側面 を持つ一つのマネジ メン ト ・フ ィロソフ ィーであ る と
付 け加 えてい る21。全体論 的管理 プ ロセ スは態 度管理(attitudemanagement)とコミ ュニ ケー シ
ョン管理(communicationmanagement)とい う2つ の管理 プロセスで構 成 されてお り,相 互補完
的な役割 を果た す22。態度管理は顧客意識 とサー ビス精 神を持 った態度 で接 客で きるように従業員
を動機 付け るシステムであ る。一方,コ ミュニ ケーシ ョン管理は従業員 が適切 に顧客 とコン タク ト
で きるように業務手順,サ ー ビスの特徴,広 告 活動に関す る情報な どを提供 し,ま た従業 員か らの
さま さまな意見 をフ ィー ドバ ックで きるよ うに コミュニ ケーシ ョンの円滑化 を図 るシス テムであ
る。 つま り企業 内文化 として,組 織 のバ ックヤ ー ド(backyard)を含 む全従業員 に対 して イン タ








,pp.33-44,Berry=Parasuraman(1991),p.272など を 参 照 の こ と 。
20Gr6nroos(1990a)
,p.223。
211bid.,p.223。同 様 にPiercy=Morgan(1991)やVarey(1993)も イ ン タ ー ナ ル ・マ ー ケ テ ィ ン グ を あ る 種









ローチを使ってサービス品質を向上 させ,最 終的に顧客価値を創造するための理念および活動」 と
定義することにする。
2-2.インターナル ・マーケティング実践上の課題と戦略
インターナル ・マーケティングを実践するためには,ま ず トップの関与 とリーダーシップが必要
である。 トップの関与には,企業ビジ ョンの明示,全 社的取組みへの トップの支援が含まれる。そ
うすることによって従業員は一つの方向に向けて躊躇な く行動することがで き,インターナル ・マ
ーケティング戦略への参加が積極的にできるようになる。また,た とえば組織変革を伴うような場
合,行動の習慣化や既得権の追求や未知 に対する不安など組織内でコンフリク トが起 きるため,ト





つま りインターナル ・マーケティングの実践には,部 門間 ・部署間 というヨコのつながりとトップ
からCPに至るタテのつながりの双方を考慮 しなければならないのである。
タテ ・ヨコ双方のつなが りにおけるインターナル ・マーケティングの実践課題 として挙げられる
のが,ト ップとCPとの間に位置する中間管理職層,さ まざまな雇用形態の従業員,マ ーケティン
グ活動に直接関わらない部署 ・従業員26をいかに関与させるかということである27。現実の企業活
動において企業内の各部署,さ らには末端従業員にはそれぞれ役割があり,中間管理職層は職種や
部門を統括 し,ト ップと従業員 との間に立ちながら双方か らさまさまなプレッシャーを受ける。そ
して必要な経営資源の獲得のために部門間コンフ リクトを解決 し,協力や協働を促進するという役
23Maitland(1990),pp、240-259。
24た とえ ば ,Herzberg(1987pp.109-120)は,達成 ・承 認 ・仕 事 の や りが い ・責 任 ・昇 進 ・自分 自身 の成 長
な どの 動 機 付 け 要 因 が 職 務 満 足 に多 大 な影 響 を及 ぼ して い る と述 べ て い る。
25Ra丘q=Ahmed(1993),pp.219-232。
26Gumesson(1987),pp.10-20。Gumesson(1987)はこの こ と につ い て 「パ ー トタ イ ム ・マ ー ケ タ ー(part-
timemarketer)」とい う用 語 を使 用 した。 専 門的 な マ ー ケ テ ィン グ部 門 以 外 の こ とを 指 す 。
27Gr6nroos(1981),pp.236-238,George(1990),pp.63-70,George=Grδnroos(1991),pp.85-100,市川=藤
岡(1996),pp.55-72,山岸(2003),pp.365-388など を参 照 の こ と。
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一によってヨコの協力 ・協働 を得て,全社的にインターナル ・マーケティングを浸透させるサービ
ス文化の創造がキーとなる。つま り組織における内部取引やコミュニケーシ ョンを円滑かつ効率的
に行うことによって,組 織能率を向上 させることが必要 となるのである。 このような課題を克服
し,効果的なインターナル ・マーケティングを実践することにより,サービス組織全体 としてサー
ビス品質を向上 させ,サ ービス文化を構築 ・維持し,外部顧客に対する価値創造を行 うことができ
るようになるのである。ではどのようにインターナル ・マーケティングを行えばよいのであろう
か。 このことについてGr6nroos(1985,pp.46-47および2003,pp.340-344)は,具体的なインタ
ーナル ・マーケティングの実践活動 ・戦略 として次の7つ を挙げている29。
① 従業員に対する教育 ・訓練の実施




② マネジメン ト・サポー トの利用 と内部相互コミュニケーシ ョンの実施
戦略策定や意思決定に従業員を巻き込むことによるエソパワーメン トや,従 業員 との情報交換
や双方向コミュニケーシ ョンを通じたフィー ドバック ・プロセスへの参加などのマネジメン ト・
サポー トは従業員満足や関与に影響を及ぼす。そういった職場の雰囲気や文化を作ることが必要
である。





適切な従業員を雇用 ・維持することは非常 に重要であり,職務記述書や従業員採用方法,キ ャ
リア ・プランニング,報酬 ・評価システムやインセンティブ ・システムを構築する必要がある。




,pp.46-47,Gr6nroos(2003),pp.340-344など を 参 照 の こ と。
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⑤ 外部マス ・コミュニケーションの利用
パンフレットや広報誌,イ ンターネット等の外部マス ・コミュニケーションは,従 業員の関与
やサービス志向の戦略の理 解に役立 つ。効果的なマーケティング ・コミュニケーシ ョンを行うた
め,ま た顧客 との約束を果 たすための従業員グループの協働や 自発的能力開発などの関与を引き
出す可能性 がある。
⑥ システム改革 と技術的サポー トの実施
顧客情報 データベースの作成など内部サービスを効果的に行 うためのサポー ト要員の配置やシ
ステムの構築によって,CPの サービス提供をより円滑かつ効率的なものにする必要がある。た
とえば,情 報技術を活用 して顧客情報を誰でもすぐに取 り出せるようにすることによって,イ ン
ターナル ・リレーシ ョンシ ップ(internalrelationship)による従業員同士の協働やサービス ・リ
カバ リー(servicerecovery)を行うことができる。
⑦ 適材適所の人員配置を行 うための市場細分化の実施
サー ビス戦略の内容に基 づく職務分析を行い,ど の職務にどのような能力やスキルを持った人
材が必要かを把握 して,適 切なブループリン トを描 く必要がある。適切なブループ リン トに基づ
いた従業員の採用や教育 ・訓練の実施は全体的コス トの削減にも役立つものである。
3.日 本の大学におけるAOの 現状と課題
AO先進 国であ るア メリカ と比較すると,中等教育 ・高等教育の構造体系や社会的 ・文化的背景
などの違 いか ら,日 本におけ るAO入 試はかな りの部分で日本独自の方式をとっている30。もとも
とアメリカはAO入 試のみで入学者選抜を行 っており,各大学 ・学部が独自に行 う入試は行って
いない。一方,日 本においては各大学 ・学部が独自に行う一般入試が入学定員の大部分を占めてお
り,日本の大学におけるAO入 試は入学定員の一部31を対象 とした特別入試の一つ として発展 して
きた という経緯がある。 日本 の私立総合大学の中で全募集人員に占めるAO入 試の募集人員比率
が最も高 いのは,慶 雁義塾大学湘南藤沢キャンパス(以 下SFC)であり,総合政策学部 ・環境情
報学部 とも100名であ る32。2003年度は総合政策学部489名,環境情報学部412名の志願者を集めて
お り,最終合格者数 は総合政策学部87名,環境情報学部78名であった。慶雁義塾大学では他に理
工学部 と看護医療学部 でAO入 試を行っているが,両 学部の募集人員は若干名である。そ して
SFCのAO入試 は他学部が行 っている帰国子女入試や留学生入試を含めたものであ り,効率的に
特別入試 を行 っている といえ る。
30清水(1981),pp.97-113,天野(1987),pp.73-86,喜多 村(1987),pp.114-122,藤田(1987),pp.
123-134,岩田(1991),pp.109-128,江原(1994),pp.56-81などを参 照 の こ と。
31文部 科 学 省 の 統 計 に よ る と,2003年度 の 全 大 学 ・短 大 の 入 学 者 数 の う ち,AO入 試 に よる 入 学 者 は3%に 満
た な い(『 文 部 科 学 広 報 』,第42号,2003年11月)。
32SFCの一 般 入 試 に お け る募 集 人 員 は両 学 部 と も280名で,こ の ほ か に 付 属 校 か らの 内 部 進 学 が全 学 部 合 わ せ
て1340名(SFCに お い て は 全 募 集 人員 の20%以 内)と い う 内訳 で あ る。
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また日本では,学校教育法施行規則で 「学生の入学について教授会の議を経て学長が定める」 と
規定しているように,従 来 の大学組織では教員が入学者選抜 を主体的に実施するようになってい
る。一方,1998年10月の大 学審議会答申では,大 学入試業務は教育 と事務の中間的な領域 にあた
る専門業務であ り,一定の専門化 された機能 を事務組織 に委 ねることが適当である と述 べてい
る33。しかし各学部にとってみれば,一 人ひとりの学生について入学から卒業まで継続的に教育す
るという学部の責任 と役割 は大 きい。 このような観点からすれば,学 部 とは異なる組織であるAO
が入学者を決めるだけで学部 に責任を押 し付け る形 になるということと,これまでの学部自治の論
理 との乖離はかな り大 きい ものであ る。現在,実 際には事務職員は書類選考のみに関わる場合が多
く,合否判定案は教員を中心に決定 され,各 学部教授会において最終合格者を決定することになっ
ている場合が多い34。た とえば,明 治大学をは じめ大規模私立総合大学では,学部ごとのAO組 織
が合格者を決定することに異論はないが,全 学的組織 としてのAOに 各学部入学定員の一部に対
する合格者決定権 を付与す ることに抵抗感がある。 しかし各学部が単独でAO入 試を導入する と
しても,広報 ・入試の実施な どに関する金銭的 コス ト,時間的コス ト,人的コス トなどを考慮する
と,学部単独の実施は困難 である。また各学部単独でAO入 試を実施すれば,全 学的に共通のス
クール ・カラーやユニバーシティ ・ブラン ドを打ち立てることができな くなる。つまり学長の リー
ダーシップの もとで,日本 型AOが いかにして各学部教授会の理解 ・信頼を得て,イ ンターナル
マーケテ ィングを実践することがで きるかということが大 きな課題であるといえる。
日本におけるAO入 試の先駆者であるSFCでは,こ のような学部運営の非効率性の改善や学部
間連携の強化を図るために 図表2の ような体制を とっている。SFCの学部運営は,教 授会による
ものではな く,教授会の選挙で選ばれた学部長がプロジェク トごとに少人数体制による運営委員会
委員を任命 し,学部長が一定の方向性を示 したうえで運営委員会にエソパワーメソ トする体制を と
っている。さらに運営委員会は,学 部の壁を超 えてプロジェクトごとに同一テーマの担当者が共同
で問題を検討するようになっている。 この ような運営委員会方式は,各 事項の審議について少人数
の討議ができるため,時 間的 コス トを削減できるというメリットがある。また,必要に応 じて事務
機構である湘南藤沢事務室の事務職員が委員会 を中心 とする会議体に参加するようになっている。
SFCではAO入 試 において もこうした運営委員会案を原案 として尊重し,教授会 メンバーが慎重
な協議を積み重ねた上で決定する。 この ように,ほ とんどの案件 については運営委員会の調査 ・検
討に基づ く原案どおりに採決 されることが多いようである35。
学生が大学教育 内容への関与を高め,自 発的学習を促す効果をもたらすAO入 試は非常 にコス
トのかかるものであるが,費 用対効果がなければ日本型AO入 試を行う意味が薄れて くる。SFC
におけるAO入 試合格者の追跡調査 によると,学 業評価は学部内において最 も高いことが明らか
33大学 審 議 会(1998)。
34小野(1999),pp.32-45,龍城(2001),pp.88-95など を参 照 の こ と。
35『週 間 ダ イ ヤ モ ン ド』1995年10月28日号 。
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図表2慶 雁義塾大学SFCにおけるAO組 織運営図
イ ンタ ラクテ ィブ ・
































































「入学 して良かったか」 という質問に対 して,AO入 試による入学者の65.4%が「非常に良かっ
た」,34.6%が「まあ良かった」 としており,100%の学生が 「良かった」 と感 じていることがわ
かった37。この ように成功事例 として挙げ られるSFCにおけるAO入 試の実施 ・運営方法はどの
ようなものであろうか。SFCのAO入試選考を担当するAO組 織は1997年度の場合,教 員18名,
事務職員2名,サ ポーティング ・スタッフ2名 の合計22名で構成されていた38。2003年度現在の
AO組織の変更点は,事 務職員は5名 が選考に関わるようになってお り,担当者以外が選考過程に
参加することはない39。そして教員の運営委員会委員の委嘱は1年 ごとに更新されるが,平均在任
期間は4年 前後である40。選考は総合政策学部 ・環境情報学部の2学 部合同で運営されており,そ
の選考の最終判定および承認は両学部合同運営委員会で行われる41。両学部合同運営委員会が作成
した合否判定案が形式上行われる教授会を通過して,最 終合格者を決定する方式をとっている。








の重視,④ グローバルな発想 と視野の重視,⑤ 創造性の重視,の5つ である42。総合政策学部長 ・
環境情報学部長は各 々の学部におけるア ドミッション ・ポリシーを発信しているが,両 学部の学際
性 ・学問的類似性からSFCとしての基本コンセプトが生まれたのである。そして このような基本
コンセプ トに基づいて,「問題発見 ・問題解決」能力の開発 という新たな教育 目標を4年 間で達成
させるためにAO入 試が生まれた。つま りSFCの教育プログラムを入学前にスター トしているよ
うな学生を積極的に受け入れてい くために考案された入試であるといえる43。
入試選考過程 においては,企 業の採用活動のように,① 入学志願者本人が描 く目標や構想 が







浮き彫 りにする選考を行っている44。このような選考基準によるAO入 試の選考プロセスは,入 学
を志望する学生 自身が示す全体像から虚像部分を取 り除 き,学生自身が描ききれていない自画像を
読み取って全体像を描 きなおすといったコミュニケーシ ョン ・カウンセ リングを通 じた教育プロセ
スを含むものである。そしてこのような学生の全体像を第一次選考は書類,第 二次選考は面接によ
って選考 し,教 員 と事務職員の協働作業によるSFC独自の選抜 を行 っている45。選考にあたるメ
ンバーの多様なバ ックグラウン ドや教育観や価値観が問われることになるが,そ れぞれの主観によ
って描かれた全体像は相違点を浮 き彫 りにする。このような相違する全体像を協働作業によって修
正 ・補正することにより,実像化 し共有化 される。事務職員の協働作業 としての選考プロセスへの
参加は教員の負担軽減だけではな く,教員 とは異なる視点や情報の蓄積をもとに,多 面的評価を可
能にするといった意義をもつことになるのである46。
日本型AOの 業務は以上のような入学者の決定だけではない。 日本型AOの 業務は大 きく,①
入学者選抜,② 入学前学生の リクルーティソグ,③高校 との接続関係,④ 入学後の追跡調査や選抜
方法に関する情報収集などの研究,の4つ に分けられる47。SFCにおけるア ドミッシ ョソズ ・オフ
ィサーの業務内容は,入 試要項等印刷物作成,オ ープン ・キャンパスの実施,調査,高 校訪問とい




45慶雁 義 塾 大学 湘 南藤 沢 事 務 室AO担 当 へ の ピア リン グ 調 査 に よ る。
46山本(1999),pp.89-114。
47Hossler=John(1990)




ア ドミッシ ョン ・ポ リシーの理解,カ リキュラムの理解,選 考基準
マニュアルの作成程度で本格的な教育 ・訓練の実施は行われていな
いo
②マネジメン ト・サポー トの利用 と内
部相互コミュニケーションの実施









⑤ 外部 マ ス ・コ ミ ュニ ケ ー シ ョン の利
用
パ ン フ レ ッ ト,広 報 誌,イ ン ター ネ ッ ト等外 部 マ ス ・コ ミ ュニ ケ ー








第一次 ・第二次選考過程への参加,入 学手続関連,入 学後の自主課題発表,フ ォローアップ面接等
を行 っており,多岐にわたる48。
図表3は 前述のGr6nroosによるインターナル ・マーケティング実践における7つ のポイン トに
沿ってSFCのAOに おける実施状況を整理 したものである。まず従業員に対する教育 ・訓練の実
施についてであるが,ア ドミッシ ョソズ ・オフィサーは,SFCの教育理念やカリキュラムなどか
らAO入試の理念やマニュアルによる選考基準等を学んでいる。 しかし一定のマニ ュアルはある
が,望 ましい選考結果を導 くための仕組みづ くりという観点から,マニュアルにとらわれるだけで
はな く選考過程 ・運営過程におけるさまさまな情報をフィー ドバ ックさせ,い つでもシステムに組
み込むことができるような柔軟な組織体制を維持している49。つま り体系的な教育 ・訓練体制はと
っていないが,ア ドミッシ ョンズ ・オフィサーに対 して自由裁量の余地を与えており,業務に対す
る品質改善活動を期待 したものであるといえる。た とえば募集広報関連が挙げられる。SFCの広
報は全学的なマス媒体による広報 とは別 に独自の広報を展開している。AO入試は入学希望者を大
学側が待 って受動的に入試を実施することではな く,大学 自らが受験生,父 母,高 校教員,さ らに
は広 く社会に積極的に働きかけて自校にふさわしい学生を発掘することであるため,特 に広報活動
が重要な意味を持つものである。 このような広報活動はAOに 関わる教員 ・事務職員だけでな





の学部広報なのである。パンフレット,広報誌,イ ンターネット等の外部マス ・コミュニケーシ ョ
ンを有効活用するだけでな く,オープン ・キャンパスの実施や高校への説明会等積極的にア ドミッ
ションズ ・オフ ィサーが広報活動を行 っている。特にAO入 試その ものの広報ではな く,教 育プ
ログラムの一環 として入学志望者の積極的な意思決定 と動機付けを目指 しており,入試環境調査に
よる情報収集 と連動 して 「欲 しい学生」を掘り起こすためにインタラクティブな手法を取 り込んで
いる50。その実現のために教職員や学生を取 り込むことによって人的資源を有効活用し,入学前学
生 とのインタラクティブなコミュニケーシ ョンによって得た情報をフィー ドバックし,次年度への
改善に活かしている。次にマネジメン ト・サポー トの利用と内部相互コミュニケーシ ョンの実施に
ついてであるが,総 合政策学部 ・環境情報学部合同の運営委員会体制を敷いてお り,教員 ・事務職
員の協働 ・エソパワーメソ トを行っていることからヨコの連携が特に充実しているといえる。 内部
マス ・コミュニケーシ ョンの利用 と情報共有サポー トの実施についてであるが,塾 内議による内部
広報は行 っているが,シ ステム化された情報共有サポー トは実施されていない51。人的資源管理の
実施については,特 に事務職員については,特 別な採用枠があるわけではな く,評価 ・報酬システ
ムやインセンティブ ・システムは構築されていない52。そして適材適所の人員配置を行うための市
場細分化の実施についてであるが,ブ ループ リン ト(blueprint)に基づいて必要 とされる特殊能
力やスキルに合わせた従業員の採用は特に行われていない53。以上のようにインターナル ・マーケ
ティングの実践 という観点からすれば,日 本型AOの 先駆者であるSFCにおいて も不完全である
といえる。
4.日 本型AOに おける インターナル ・マーケテ ィング戦 略
SFCの事例か らもわかるように,補 足的サービスである学生 リクルーティソグ組織 としての 日
本型AO,ひ いては中核的サービス組織である大学組織は,支 配 ・従属のパ ワーシステムだけでは
成功 しない。Albrecht=Zemke(1985)がCPを頂点 とした 「逆さまのピラミッド」 と一種の比喩
を使って表現 しているように,サ ービス業の持つ多様な経営資源が協力し合い,相乗効果を持 って
個客に集中することがサービス組織には必要なのである54。SFCの成功要因は,CPである教員,
事務職員か ら構成されるア ドミッシ ョンズ ・オフィサーをパー トナーとして尊重し,エソパワーメ
ソ トし,相互理解を深め,密接な協力を維持していることである。そうすることによって,CPで
あるア ドミッションズ ・オフィサーと各学部スタッフ間における双方向の情報 ・意見 ・アイデアの
交換により,CPの積極的な意欲を刺激し,参加意識を向上させることにつながる。 さらにCPと
各学部スタッフ間における情報 ・意見 ・アイデアの交換 といった双方向コミュニケーシ ョンはイン
50山本(1999),pp.89-114。
51慶雁 義 塾 大 学 湘 南 藤 沢 事 務 室AO担 当 へ の ピア リン グ調 査 に よ る。
52慶雁 義 塾 大 学 湘 南 藤 沢 事 務 室AO担 当 へ の ヒア リン グ調 査 に よ る。




ターナル ・マー ケテ ィングを全学的に浸透させることにも役立つものである。そ して教員 ・事務職
員双方 にとって,日 本型AOは 当該大学の発展,自 校にふさわしい学生の早期確保,入 試 コス ト
の削減,ユ ニバ ーシティ ・ブラン ドの構築などといった共通 目標を持つことになる。Anderson=
Narus(1990)が共通 目標に基づ く協働志向は信頼関係の構築に好ましい影響を与えると述べてい
る55ように,ヨ コの連携は重要なことなのである。
以上 のようなインターナル ・マーケティング戦略の一部である全学的な教員 ・事務職員の協働や
CPへのエソパ ワー メン トのメリットとしては,次 の7つ が挙げられる。①多様な視点,意 見によ
って課題解決 ・政策提案を作成することができる。②全学的に討議 ・検討することによって,教 員
・事務職員が課題 ・政策について共通 目的 ・意識を持ち,全 学的に実施 ・支援体制を図れる。③全
学的に討議 ・検 討す ることによって,そ れぞれの部署 ・部門が関連する課題について政策を補強 ・
強化 し,相 乗効果を生み出すことができる。④特に事務職員については,担 当職掌業務の視点から
課題発 見 ・解決能力を高めることができる。⑤教員 ・事務職員の職務に対する内発的動機付けとな
る可能性があ る。内発的動機付けはさらにQC(qualitycircle)活動に発展する可能性を持つ。⑥
教員 ・事務職員双方 における専門的ノウハウを蓄積 し,新たな政策提言に活かすことができる。ま
た業務 の内容 に詳 しい熟練CPを 養成でき,後 継者育成のためのOJTがで きる。さらに熟練CP
と未熟 練CPと をセ ットでOJT・分業させることによってサービス ・コス トの合理化につながる。
⑦教員 ・事務職員それぞれの業務 ・役割認識を強化することができる。また,従 来の教員 ・事務職
員の業務 ・役割の中間に位置する大学運営の専門家たりうる人材を育成できる。
しか しここで注意しなければならないのが,教員の能力開発 ・成長を図るためには学長 ・学部長
の力量,事 務職員の能力開発 ・成長を図るためには課長 ・事務長の力量にかかっているということ
である。全学的 に行われる多種多様な意思決定への参加は複数の部署 ・部門にわたり,専門性が強
いもの になる。 そのため部署 ・部門をまとめる学長 ・学部長や課長 ・事務長は,自 らの職場 ・職掌
の課題 として受 け止め,部下全員に対 して目的 ・目標についての意思統一を図れない限 り,政策を
補強 ・強化で きないからである。また,大学組織はさまざまな機能部門や事業部門から成 り立って
いる。 そのため,目 標についても,全学的目標から学部目標,細 分化された部署ごとの目標,さ ら
に,最 終的には教員 ・事務職員個々のレベルにおける組織目標 というように,一種の階層性を持っ
ている。そしてそれぞれの目標の間にはタテ ・ヨコの密接な相互依存関係が存在する。そこで妥当
な全体 目標を設定するには,関 係する諸目標間の調整が必要 となるのである。
この課題を解決する一つの方法として,内 部 ・外部マス ・コミュニケーションを利用 したマーケ
テ ィング情報の浸透や情報システムの構築をすることが挙げ られる。そして中間管理職やCPに対
する継続的な教育 ・研修など,ト ップである学長が関与 して従業員 とのコミュニケーシ ョンを図
り,建学の精神 ・理念,自 校のビジ ョンやア ドミッション ・ポリシーを浸透させることが必要なの
55Anderson=Narus(1990),pp.42-58。
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である。つまり全学的組織へ建学の精神 ・理念,自 校のビジ ョンやア ドミッション ・ポリシーを浸
透 させるには,ヨ コの連携だけでなく,タ テの リーダーシ ップにもとつくインターナル ・マーケテ
ィング戦略を構築することが必要なのである。
もちろん,イ ンターナル ・マーケティングの一 部であるエンパ ワーメン トを行うためには,CP
である教員 ・事務職員が今以上に個人能力 ・調整能力などの向上が求め られることになることはい
うまでもない。そのために教員研修 であ るFD,事 務職員研修であるSD(staffdevelopment)が
特に必要になって くるのである。
具体的には以下の ような業務 ・研究が必要である と考えられる。
(1)各学部 ・学科の教育 目標 と内容の研究。
② 各学部 ・学科の教育 目標 とア ドミ ッシ ョン ・ポ リシーの内容に沿 ったAO選 抜基準の明確
化。
(3)各学部 ・学科のア ドミッシ ョン ・ポ リシーの内容に沿 ったAO選 抜基準か らの全学的共通
選抜基準の抽出 ・明確化。
(4)AO選抜基準に沿ったAO書 類審査方式の決定 とマニュアル化。調査書 と成績の相関に関す
る研究。
(5)学力の高校格差の調査 と出身校 による学力基準の作成。適切な学力の調査方法の開発。自校
合格者の高校時代の成績 ・課外活動等調査。 自校合格者の出身高校における大学進学率 ・進
学先等の調査。
(6)高校時代の学力基準(教 科 ・科 目成績)以 外の項 目の評価基準の作成。
(7)高校時代の学力基準(教 科 ・科 目成 績)以 外の項 目における評価基準の論拠の研究。入学者
の成績 ・課外活動 ・就職先等追跡調査(評 価項 目と入学後の個人能力の関係調査)。研究成
果を入試ヘフィー ドバ ックする研究。
(8)AO選抜基準に沿った面接方法 ・評価基準 ・評価方法の研究 ・開発。
(9)教員,事 務職員,ア ドミッションズ ・オフィサーの研修。
㈹ 小論文評価基準 ・評価方法の研究。
ω 学生 リクルーティングにおける広報活動の企画 ・実施に関する専門的研究。パンフレットの
作成や高校への説明会の実施方法等の研究。各媒体を使 った人的 ・非人的プロモーシ ョンや
プレゼンテーシ ョン技術 ・方法の研究。
⑫ 高校 との連携の研究。高校のカ リキ ュラムの調査 ・研究。科 目選択の動向調査。教育内容の
調査。授業の相互乗 り入れの企画 ・実施。高校教員 との研究会等。
㈹ 外国や他校における入学者選抜に関わる実施体制 ・方法に関する研究。
ω 大学カリキュラムの再編成に関する研究。その他,高 等教育全般における研究 ・調査。
⑮ 高校生の大学選択行動 ・動機等に関 する市場調査 ・研究。
このように,ア ドミッシ ョンズ ・オフィサーの どの業務 ・研究においても高度な知識 と専門性が
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求められ,学 長を トップとして,全 学的に教員 ・事務職員の自己研鎖による英知を結集 し,部門 ・
部署や職種間の壁を越えた連携 ・支援体制をとらなければ,私 立大規模総合大学の日本型AOの
成功はあ りえないといえる。そのためにも日本型AOを 実施する大学はインターナル ・マーケテ
ィング戦略を実践 しなければならないのである。
5.結 語
SFCにおける日本型AO入試は,総 合政策学部 ・環境情報学部長からア ドミッシ ョンズ ・オフィ
サーに向けてインターナル ・マーケティングを行ってお り,学部間,教 員 ・事務職員間の ヨコの連
携によってある程度の成功をおさめてきた といえる。しかし,SFCには総合政策学部 ・環境情報
学部の2学 部のみが設置されており,1990年4月開設の新設学部である。そのため従来からある
学部 自治方式である教授会決定ではな く,運営委員会方式を とることが比較的容易であった。また
両学部は学際性 ・総合性を前面に出してお り,学問分野においても近接性があることから学部間の
連携が比較的容易であった。 このような理 由で ヨコの連携がスムーズに行われていると考 えられ




に演 出し,学生の満足度を高める役割を担うのが 日本型AO入 試である。 日本型AO入 試は大学
側 と学生側 との リレーションシップを構築 ・維持 ・発展させる可能性を秘めた有効なものなのであ
る。本稿では,補 足サービスである学生リクルーティソグの一つの戦略であるAO入 試において
も,中核サービスである大学4年 間の教育サービスと同様にサービス ・マーケティングが適用で
きることを確認 した。サービス ・マーケティングにおけるインターナル ・マーケティングの位置づ
けを確認し,インターナル ・マーケティングの概念枠組を概観し,インターナル ・マーケティング
の実践上の課題 と戦略について考察 した。次に,日 本型AOの 現状 と課題をSFCの事例から検証

























































































*天 野 郁 夫(1987),「 入 学 者 選 抜 の 基 本 構 造 」 『高 等 教 育 研 究 紀 要 』,第7号,高 等 教 育 研 究 所,pp.73-86。
*浅 井 慶 三 郎(2003),『 増 補 版 サ ー ビ ス と マ ー ケ テ ィ ン グ ー パ ー ト ナ ー シ ッ プ ・マ ー ケ テ ィ ン グ へ の 展 望
一 』
,同 文 館 出 版 。
*市 川 貢,藤 岡 章 子(1996),「 イ ン タ ー ナ ル ・マ ー ケ テ ィ ン グ に 関 す る 一 考 察 」 『経 済 経 営 論 叢(京 都 産 業 大
学)』,第30巻 第4号,pp.55-72。
*岩 崎 恭 之(2003a),「 私 立 大 学 に お け る リ レ ー シ ョ ン シ ッ プ ・マ ー ケ テ ィ ン グ ーAO入 試 を 中 心 に 一 」 『経 営
学 研 究 論 集(明 治 大 学 大 学 院)』,第19号,pp、207-224。
*岩 崎 恭 之(2003b),「 私 立 大 学 の 学 生 リ ク ル ー テ ィ ン グ 戦 略 に 関 す る 一 考 察 一 サ ー ビ ス ・エ ソ カ ウ ン タ ー の
演 出 戦 略 一 」 『経 営 学 研 究 論 集(明 治 大 学 大 学 院)』,第20号,pp.161-178。
*岩 田 弘 三(1991),「 ア メ リ カ に お け る 大 学 入 学 者 選 抜 多 様 化 の 歴 史 的 背 景 」r大 学 研 究(筑 波 大 学)』,第7
号,筑 波 大 学 大 学 研 究 セ ン タ ー,pp.109-128。
*江 原 武 一(1994),『 大 学 の ア メ リ カ ・モ デ ル ー ア メ リ カ の 経 験 と 日 本 一 』,玉 川 大 学 出 版 部 。
*小 野 博(1999),「 ユ ニ バ ー サ ル 期 の 高 校 ・大 学 の 教 育 接 続 一 大 学 入 試 の 構 造 転 換 とA.O.型 入 試 一 」 『ユ ニ バ
ー サ ル 期 へ の 転 換 大 学 と 志 、願 者 と の"出 会 い"の 演 出 －AO型 入 学 選 考 の 運 営 と 実 際 ～ そ の 理 念 ・組 織,
方 法 ・プ ロ セ ス,成 果 ・可 能 性 ～ 』,地 域 科 学 研 究 会,pp.32-45。
一279一
*小 野 博(2000),『大 学 「AO入 試 」 とは 何 だ 』,毎 日新 聞 社。
*喜 多 村和 之(1987),「最 近 の大 学 入 学 に 関 す る 事 例 」 『高 等 教 育 研 究 紀 要 』,第7号,高 等 教 育 研 究 所,pp.
114-122。
*金 尚 基(1993),「イ ン ター ナル ・マ ー ケ テ ィ ン グ の 概 念 枠 組 」,疋 田 聰 ・塚 田朋 子 編 著(1993),『サ ー ビス
・マ ー ケ テ ィン グ の新 展 開 』,同 文 館 出版,pp.3-28。
*清 水 畏 三(1981),「試 験 な き選 抜 の ア メ リ カ 」,天 城 勲 編(1981),『大 学 の 入 口 と出 口』,サ イ マル 出 版 会,
pp.97-113e
*進 研 ア ド編 集 部(1997),『ビ ト ウ ィー ン 』,No.139,pp.8-13。
*進 研 ア ド編 集 部(1999),『ビ ト ウ ィー ン 』,No.151,pp.8-17。
*大 学 審 議 会(1998),「21世紀 の 大 学 像 と今 後 の 改 革 方 向 に つ い て一 競 争 的 環 境 の 中 で個 性 が 輝 く大 学 一(答
申)」,1998年10月26日。
*原 康 夫,猪 又 二 郎,中 村 紀 一,佐 野 英 夫(1995),「米 国 大 学 に お け る 入 学 者 選 抜 方 法 等 の 調 査 報 告 」 『大 学
研 究(筑 波 大 学)』,第13号,筑 波 大 学 大 学 研 究 セ ン タ ー,pp.3-42。
*藤 田英 典(1987),「高 等 教 育 と 大 学 入 学 者 選 抜 」 『高 等 教 育 研 究 紀 要 』,第7号,高 等教 育 研 究 所,pp.123-
134。
*文 部 科 学 省(2003),『文 部 科学 広 報 』,第42号,2003年11月13日。
*山 岸 則 之(2003),「イン ター ナ ル ・マ ー ケ テ ィ ン グ の 内 部 市 場 特 性 一 取 引 コ ス ト分 析 の 有 効 性 一 」 『経 営 学
研 究 論 集(明 治 大 学 大 学 院)』,第18号,pp.365-388。
*山 本 士 郎(2001),「[慶腫 大SFC]AO入 試 の"本 質"一 模 索 して9年 目～ 詳 細 な 書 類 審 査 と30分間 の面 接 」
『ユ ニ バ ー サ ル 期 へ の 転換 大 学 と志 願 者 との"出 会 い"の 演 出－AO型 入 学 者 選 考 の運 営 と実 際 ～ そ の理 念
・組 織 ,方 法 ・プ ロセ ス,成 果 ・可 能 性 ～ 』,地 域 科 学 研 究 会,pp.89-114。





*2004年度慶雁義塾大学湘南藤沢キ ャンパスア ドミッシ ョソズ ・オフィス入試要項。
*『週間ダイヤモン ド』1995年10月28日号。
*『文部科学広報』,第42号,2003年11月。
一280一
